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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、経営の効率性、透明性を高め、安全かつ健全なる事業活動を通じ、企業価値を最大化することをコーポレート・ガバナンスの基本的な
考え方としております。

　この考え方のもと、常に最良のコーポレート・ガバナンスを追求し、社是及び経営理念に沿って、コーポレート・ガバナンスの充実に取り組んでお
ります。

　当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針である「株式会社スクロール　コーポレートガバナンス・ガイドライン」を策定
しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

　当社は、コーポレートガバナンス・コード（2021年６月１日改訂）の各原則を全て実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４　政策保有株式】

　当社は、持続的な成長と社会的価値、経済的価値を高めるため、業務提携、製品の安定調達など経営戦略の一環として、また、取引先及び地
域社会との良好な関係を構築し、事業の円滑な推進を図るため必要と判断する企業の株式を保有しています。

　当社は、保有の意義が薄れたと考えられる政策保有株式をできる限り速やかに処分または縮減をしていく基本方針のもと、取締役会において、
毎期、個別の政策保有株式について、政策保有の意義を検証します。なお、保有株式の議決権の行使については、当該検証結果を踏まえた中長
期的な経済合理性の観点から判断し、適切に対応します。

　当社は、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資すると認められない株式がある場合は、その検証の結果を開示すると
ともに、株主として相手先企業との必要十分な対話を行います。なお、対話によっても、改善が認められない株式については、適時適切に売却しま
す。

　当社は、自社の株式を政策保有株式として保有している会社（政策保有株主）との間で会社や株主共同の利益を害する取引を行いません。また
、政策保有株主の当社株式の保有方針を尊重し、売却等の妨害を行いません。

【原則１－７　関連当事者間の取引】

　当社は、当社と取締役間または当社と関連会社間において、当社と取締役の利益が相反する取引が行われる場合には、取締役会でその取引
の条件につき事前に承認を必要とする手続きを定めております。

【補充原則２－４－１　社内の多様性確保】

　当社は、企業の持続的成長を支える基盤として、人材が最も重要であると考えております。社員一人ひとりが多様なキャリア形成や組織力向上
に貢献することを意識し、個人や組織の目標達成が事業発展へとつながるよう、タスク・ダイバーシティ経営を推進しております。

　また、当社では社内における女性の活躍を推進しており、当社における女性の管理職登用に関する目標を設定しております。

＜人材育成方針＞

　当社は、従業員の自律的なキャリア形成支援として、年代やキャリア、職種に沿った研修支援の実施などに加え、人事制度の見直し等、従業員
一人ひとりが、その能力を最大限発揮できる環境作りに積極的に取り組みます。

＜女性活躍推進目標＞

　当社の女性管理職割合　　　当社　　　　連結

　　2022年４月１日現在 　　 13.3％　　　　17.8％

　　2024年度（３年後）　　　　　20％以上　　25％以上

【原則２－６　企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

　当社の企業年金制度は、100％確定拠出型の年金制度へ移行しており、企業年金制度の対象となる従業員については個人での運用を行うもの
としております。

　当社は、企業会計上の将来リスクの軽減を図るとともに、社員一人ひとりがそれぞれのライフプランに合わせた資産運用ができるよう、運営管理
機関と相談のうえ、商品を選択し、提供しています。

【原則３－１　情報開示の充実】

（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　当社は、当社の目指すところ及び中期経営計画等の詳細について、統合報告書並びに株主・投資家向けＩＲ情報内の事業戦略・経営計画、有価
証券報告書、四半期報告書及びＩＲ決算説明資料にて開示しております。

　・企業理念

　　https://www.scroll.jp/corporate/philosophy/



　・事業戦略・経営計画

　　https://www.scroll.jp/ir/strategy/

　・ＩＲ情報

　　https://www.scroll.jp/ir/

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

　当社は、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針である「株式会社スクロール　コーポレートガバナンス・ガイドライン」を策定
し、当社ホームページにて開示しております。

　　https://www.scroll.jp/sustainability/governance/

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

　取締役の報酬の決定に当たっての方針と手続につきましては、本報告書Ⅱ１．【取締役報酬関係】内、「報酬の額又はその算定方法の決定方針
の開示内容」に記載しております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査等委員候補の指名を行うに当たっての方針と手続

　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者の指名に当たっては、客観性・透明性を確保する観点から、取締役会が指名報酬委員会に対
して、取締役候補者案について諮問し、同委員会が審議のうえ、取締役会に対して答申を行い、取締役会はその内容を踏まえて、取締役候補者
を指名いたします。

　監査等委員である取締役候補者の指名に当たっては、取締役会が指名報酬委員会に対して、取締役候補者案を諮問し、同委員会が審議のう
え、取締役会に対して答申を行い、監査等委員会の同意を得て、取締役会がその内容を踏まえて、取締役候補者を指名いたします。

　なお、指名報酬委員会は、以下の基準及びスキルマトリックスを用いて候補者案を作成しております。

　　１．当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資する人材であること

　　２．実効性のあるコーポレートガバナンス実現に資する人材であること

　　３．取締役会全体としてのバランス及び多様性を有し、当社グループ全体の効果的なリスクマネジメント実現に資する人材であること

　なお、指名報酬委員会が用いたスキルマトリックスにつきましては、定時株主総会参考書類をご参照ください。

　代表取締役（またはＣＥＯ）の指名に当たっては、客観性・透明性を確保する観点から、取締役会が指名報酬委員会に対して、代表取締役案を
諮問し、同委員会が審議のうえ、取締役会に対して答申を行い、取締役会はその内容を踏まえて、代表取締役を指名いたします。

　指名報酬委員会は、代表取締役案を作成するにあたり、以下の基準に基づいて候補者案を作成しております。

　　１．選任基準

　　　　取締役の選任基準を充足することに加え、高いリーダーシップを発揮してグループ全体を統括することができる人材であること

　　２．解任（辞任勧告）基準

　　　（ａ）取締役の辞任勧告の要件に該当したとき

　　　　ⅰ）不正あるいは背任の疑義のある行為があったとき

　　　　ⅱ）適格性を欠くと認めるに至ったとき

　　　（ｂ）継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が発生し、解消又は改善の見通しが立てられないとき

　　　（ｃ）心身の健康を著しく害し、取締役の役割と義務を全うできない状態が長期間続いたとき

　　　（ｄ）社会的問題となるほどの企業不祥事を発生させ、当該不祥事に関する業務執行に深く関わっていたとき

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査等委員候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

　株主総会招集通知の株主総会参考書類にて、それぞれの取締役及び監査等委員である取締役候補者につき、その者を候補者とした理由等を
記載しております。

【補充原則３－１－３　サステナビリティについての取組み等】

　当社は、「人、社会、地球に、グッドライフカンパニーであること。」というVISIONに従い、サステナビリティの考え方を定め、事業活動を通じて環境
問題・社会問題に積極的に取り組むことで、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。また、当社グループを取り巻く外部環境の洗い出しとリ
スク及び機会の把握により、当社グループの取り組むべきマテリアリティ（重要課題）を特定しており、それらの解決に向けて活動することで、サス
テナビリティについての取組みを推進してまいります。

　なお、当社におけるサステナビリティについての取組み及びTCFDに基づく開示の詳細は、当社のホームページ及び統合報告書をご覧ください。

　・当社ホームページ

　　https://www.scroll.jp/

　・統合報告書

　　https://www.scroll.jp/ir/annual/

【補充原則４－１－１　経営陣に対する委任の範囲】

　当社は、取締役会規程を定め、取締役会で審議すべき事項を規定しております。

　また、職務権限規程を定め、取締役会の個別・具体的な決議を要さずに経営陣が執行できる業務範囲を明確にしております。

【原則４－８　独立社外取締役の有効な活用】

　当社は、取締役会の構成員のうち、過半数を、専門的かつ豊富な知見を有する独立社外取締役とすることとし、独立社外取締役を５名選任して
おります。

　独立社外取締役は、事業会社社長等との面談を実施するなど、取締役会以外においても適宜情報交換を実施しており、グループの業務執行状
況をより正確に把握できるよう努めております。

【原則４－９　独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、会社法に定める社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性に関する基準を踏まえて、別途定める「社外取締役の独立性
判断基準」に基づき、すべて監査等委員である独立社外取締役５名を選任しております。

【補充原則４－１０－１　指名報酬委員会の関与・助言】

　当社は、取締役会の諮問機関として、取締役の指名や報酬などの重要な事項に関する検討にあたり適切な関与・助言を行う、指名報酬委員会
を設置しております。指名報酬委員会は、社外取締役を委員長とし、その委員の過半数は、独立社外取締役で構成しております。

【補充原則４－１１－１　取締役会全体の知識・経験・能力のバランス、多様性・規模に関する考え方】

　取締役会は、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性を意識し、様々な分野において豊富な経験を持つ者を取締役候補者と
して選任しております。



　取締役の選任に関する方針・手続につきましては、本報告書【原則３－１　情報開示の充実】内、「（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締
役・監査等委員候補の指名を行うに当たっての方針と手続」に記載しております。また、取締役のスキルマトリックスにつきましては、定時株主総
会参考書類をご参照ください。

【補充原則４－１１－２　役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】

　取締役及び監査等委員である取締役の他社役員との兼任状況は、有価証券報告書にて開示しております。

　　https://www.scroll.jp/ir/irlibrary/securities/

【補充原則４－１１－３　取締役会全体の実効性の分析・評価】

　当社では、取締役会の機能向上を目的として、取締役会の実効性に関する分析及び評価を行いました。第三者機関と連携のうえ、「取締役会の
運営全体」「取締役会の運営の工夫、審議の充実」「取締役会の議事」「取締役会の構成」「取締役会を支える体制」「取締役会の役割・責務」等に
関する、各取締役へのアンケートによる自己評価等を行い、結果の評価・分析を行いました。その結果、当社取締役会の実効性は確保できている
と判断いたしました。

　今後も定期的に取締役会の実効性に関する評価及びその結果を踏まえた改善を行っていき、取締役会の更なる機能向上及び実効性の確保に
努めてまいります。

【補充原則４－１４－２　取締役・監査役のトレーニング】

　当社は、取締役に対して、その役割及び責務についての理解を深めるべく、必要な知識の習得や適切な研鑽のための機会を提供しています。
また、新任の社外取締役の就任の際には、当社の事業環境等についての説明、施設の見学等を適切に行っております。

【原則５－１　株主との建設的な対話に関する方針】

　株主・投資家との対話にあたっては、経営統括部をＩＲ担当部門としております。投資家に対しては、決算説明会及び個別説明会を開催し、代表
取締役自ら積極的に対応しております。また、フェア・ディスクロージャー・ルールに基づき、四半期ごとに、決算説明資料を当社ホームページに掲
載し、適切な情報開示に努めております。

　また、株主・投資家に対し、当社ホームページ内にＩＲ専用ページを設け、ＩＲ方針を提示するとともに、積極的な情報の開示を行っております。

【原則５－２　経営戦略や経営計画の策定・公表】

　当社は、中期経営計画の策定にあたり、自社の資本コストを加重平均資本コスト（ＷＡＣＣ）を用いて把握しております。そのうえで、収益計画及
び株主還元方針等の資本政策の基本的な方針と合わせ、株主資本コスト（CAPM）を上回るＲＯＥを目標として設定し、開示しております。

　事業ポートフォリオに関する基本方針として、ダイレクトマーケティングを基軸とした５事業セグメントによる経営を推進しており、シナジーを発揮し
やすい環境を整備するとともに、ビジネスモデル、展開商材、販売チャネル等が異なる事業セグメントを独立して経営することにより、グループとし
て、外部環境変化に対する耐性を高めております。経営資源の配分にあたっては、各事業セグメント及び事業会社ごとの市場環境、成長性などを
取締役会等で検討し、資本コストを踏まえた意思決定プロセスを運用することで、適切な配分となるよう努めてまいります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,573,100 10.25

丸紅株式会社 2,841,600 8.15

スクロール取引先持株会 2,038,941 5.85

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,474,200 4.23

株式会社静岡銀行 1,261,917 3.62

スクロール従業員持株会 803,440 2.30

日本生命保険相互会社 543,229 1.56

モリリン株式会社 434,554 1.25

大日本印刷株式会社 433,500 1.24

株式会社りそな銀行 400,000 1.15

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

大株主の状況は、2022年３月31日現在の状況を記載しております。

３．企業属性



上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

500人以上1000人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 12 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 5 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

5 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

村瀨司 他の会社の出身者

宮部貴之 他の会社の出身者

宮城政憲 他の会社の出身者 ○

一杉逸朗 他の会社の出身者 △

小野亜希子 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者



b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

村瀨司 ○ ○ ―――

村瀨司氏は、情報システムを中心とするコンサ
ルティング企業を経営され、多数の企業のコン
サルティング業務の経験を有するとともに、企
業経営を監督する十分な見識を有しております
。当該知見を活かして特に当社グループにお
けるＩＣＴの利活用及び基盤強化に向けた取り
組み等に関する監督、助言などを期待しており
ます。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
なく、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定するものであ
ります。

宮部貴之 ○ ○ ―――

宮部貴之氏は、衣料品・雑貨・家具等の無店舗
事業及び有店舗事業の経営に長く携わられ、
海外生産や輸入実務の経験を有するとともに、
企業経営を監督する十分な見識を有しておりま
す。当該知見を活かして当社の業務執行体制
および経営課題への取り組み等に関する監督
、助言などを期待しております。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
なく、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定するものであ
ります。

宮城政憲 ○ ○

宮城政憲氏は、2014年８月から2019年８
月までＫＰＭＧコンサルティング株式会社
の業務執行者、2021年９月から現在まで
ＨＲＴＦの代表であり、同社及び同氏と当
社との間には、人事制度構築等の支援に
関する業務委託契約に基づく取引があり
ましたが、当該取引は現在終了しており、
いずれも取引額が僅少であることから、経
緯及び性質に照らし、株主・投資家の判
断に影響を及ぼすおそれはないと判断し
ております。

宮城政憲氏は、大手メーカーや複数の経営コ
ンサルティングファームでの実務経験と幅広い
業種における人事、労務及びコーポレートガバ
ナンス関連を中心とした企業経営を監督する十
分な見識を有しております。当該知見を活かし
て法令改正及びコーポレートガバナンス・コード
の改訂に伴うガバナンス体制の強化・充実等に
関する監督、助言などを期待しております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所の定め
る独立性基準に照らし、一般株主と利益相反
の生じるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定するものであります。

一杉逸朗 ○ ○

一杉逸朗氏は、2008年６月から2017年６
月まで株式会社静岡銀行の業務執行者
でありましたが、現在は同行を退いており
ます。なお、同行と当社間には、継続して
銀行取引及び長期借入に係る取引があり
ますが、その規模並びに性質に照らし、株
主・投資家の判断に影響を及ぼすおそれ
はないと判断しております。

一杉逸朗氏は、金融機関及びシンクタンクでの
経験を有するとともに、財務及び会計並びに企
業経営全般を監督する十分な見識を有してお
ります。当該知見を活かして特に財務及び会計
を中心とした企業経営管理全般に関する監督
、助言などを期待しております。

また、同氏は株式会社東京証券取引所の定め
る独立性基準に照らし、一般株主と利益相反
の生じるおそれはないと判断し、独立役員とし
て指定するものであります。

小野亜希子 ○ ○ ―――

小野亜希子氏は、監査法人や公認会計士事務
所及び民間企業での職務経験を有するととも
に、Ｍ＆Ａ等による企業評価等の知見を有して
おり、当該知見を活かして特に財務、税務及び
企業経営管理に関する監督、助言を期待して
おります。

また、同氏と当社との間に特別な利害関係は
なく、一般株主と利益相反の生じるおそれはな
いと判断し、独立役員として指定するものであ
ります。



【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 5 0 0 5 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

本報告書Ⅳ１．「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」内、「（ｇ）前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会による前項の使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項」に記載のとおりであります。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

・内部監査部は、経営統括部が行うリスクマネジメント、コンプライアンス等の内部統制システムの運用状況について、内部監査の監査方針及び
計画並びに実施した監査結果を監査等委員会に四半期単位で報告を行っております。また、監査等委員会は、報告を受けた内容を精査して、内
部監査部への指示、助言を行います。

・監査等委員会と内部監査部は、相互の連携を図るために、定期的な情報交換の場を設け、監査等委員会の監査方針及び計画並びに内部監査
部の監査方針、計画、実施した監査結果に関する確認及び調整を行っております。なお、内部監査部の監査結果については、取締役会及び内部
統制委員会等にて報告を行っております。

・会計監査人は、内部監査部が行った監査の結果を監査し、その結果を監査等委員会に対して四半期単位で報告を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 7 0 2 5 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名報酬委員会 7 0 2 5 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社は、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、取締役会の構成や取締役等の指名制度及び報酬制度の公正な運営、その透明性を高めること
を目的に、取締役会の諮問機関として指名報酬委員会を設置しております。指名報酬委員会は、社外取締役を委員長とし、３名以上の委員で構
成され、過半数は独立社外取締役と定めており、委員の選出は、取締役会によるものとしています。

　なお、指名報酬委員会は、指名委員会と報酬委員会の双方の機能を担っております。

　2022年度の指名報酬委員会の構成員は、次のとおりであります。

　委員長：村瀨司（社外取締役）



　委　 員：宮部貴之（社外取締役）

　　　　　　宮城政憲（社外取締役）

　　　　　　一杉逸朗（社外取締役）

　　　　　　小野亜希子 （社外取締役）

　　　　　　鶴見知久（代表取締役社長）

　　　　　　杉本泰宣（取締役）

【独立役員関係】

独立役員の人数 5 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、当社が選任する独立社外取締役の知見に基づく助言と経営に対する監督が、取締役会の健全な経営判断に資するとの考えのもと、以
下の「社外取締役の独立性判断基準」を定めております。監査等委員である社外取締役５名は、全員、独立社外取締役です。

「社外取締役の独立性判断基準」

当社が指定する社外取締役の独立性は、東京証券取引所の定める独立性基準に準拠し、以下のいずれにも該当しない場合に、これを有するも
のと判断します。

ⅰ）　現在又は過去において、当社及び当社の関係会社（当社グループ）の業務執行者であった者

ⅱ）　当社の主要な取引先の過去３事業年度における業務執行者であった者

ⅲ）　当社の主要株主（※）又は主要株主の業務執行者

　　　※当社の議決権所有割合が10％を超える者をいう。

ⅳ）　当社又は当社の子会社の会計監査人又はその社員等として当社グループの監査業務を担当している者

ⅴ）　当社から役員報酬以外に、多額の金銭その他財産上の利益（※）を得ている弁護士、公認会計士、コンサルタント等

　　　※過去３事業年度の平均額として、年間1,000万円を超える額を受領している場合を指す。

ⅵ）　当社から多額の寄付もしくは助成（※）を受けている法人・団体等の理事その他の取締役・監査役又は業務執行者

　　　※過去３事業年度の平均額として、年間1,000万円以上又は当該法人・団体等の総費用の30％を超える場合を指す。

ⅶ）　近親者（配偶者及び二親等以内の親族）が上記ⅰ）からⅵ）までのいずれかに該当する者

ⅷ）　前各号の定めに関わらず、一般株主と利益相反が生じうる特段の事由が存在すると認められる者

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

　当社は、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除きます。以下「対象取締役」といいます。）を対象に、当社の企業価値の
持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導
入しております。

　なお、本制度の導入に伴い、ストック・オプションとしての新株予約権に関する報酬制度に関する報酬枠を廃止することとし、ストック・オプションと
しての新株予約権の発行は行わないものといたします。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない



該当項目に関する補足説明

　有価証券報告書において、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役に区分して各々の総額を表示しております
。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役（監査等委員を除く。）の金銭報酬の限度額は、2016年５月27日開催の第75期定時株主総会において月額20百万円以内（使用人分給与を
含まない。）と決議いただいております。監査等委員である取締役の金銭報酬の限度額は、同定時株主総会において月額８百万円以内と決議い
ただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は８名（うち、監査等委員である取締役は４名。）です。

金銭報酬とは別枠で、2022年５月31日開催の第81期定時株主総会において、譲渡制限付株式報酬として、年間総額50百万円以内（監査等委員
である取締役及び社外取締役を除く。）と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役及び社外取
締役を除く。）の員数は４名です。

２．取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

ⅰ）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の決定方法

　企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能し、株主利益とも連動し、かつ、中期経営計画も踏まえた報酬体系を構築すべく
、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、「決定方針」といいます。）の原案を作成するよう指名報酬委員会に諮問し、その答申
内容を尊重して2022年５月31日開催の取締役会において決定方針を決議いたしました。

ⅱ）決定方針の内容の概要

（ａ）基本方針

　当社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の
取締役の報酬等の決定には役割と責務を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とします。

　業務執行取締役の報酬は、前事業年度の担当部門の業績達成度合いに応じた変動的な基本報酬及び譲渡制限付株式報酬による非金銭報酬
等から構成されます。

　監査等委員である社外取締役の報酬は、その職務に鑑み、基本報酬のみを支払うこととします。なお、監査等委員である各取締役の報酬につ
いては、会社法の定めに基づき、監査等委員である取締役の協議によって決定します。

（ｂ）基本報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責、在任年数、業界水準、当社グループの連結業績、従業員給与の水準等を考慮
し、総合的に勘案して決定します。業務執行取締役については、これをベースとして、前事業年度の担当部門の業績達成度合いを加えて決定する
ものとします。

（ｃ）業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する
方針を含む。）

　業績連動報酬等として、直接的な支給は行わないものとします。ただし、基本報酬に業績連動部分があることを考慮し、適宜、環境の変化に応じ
て決定します。

　非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬によるものとし、指名報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会で業務執行取締役個人別の割当数を決定
します。

（ｄ）金銭報酬の額、業績連動報酬等の額又は非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　業務執行取締役の種類別の報酬割合については、当社と同程度の事業規模や関連する業界の報酬水準を踏まえ、前事業年度の担当部門の
業績達成度合いに連動した基本報酬を主なものとします。業績連動報酬等を採用する場合には、指名報酬委員会においてその割合や役位に応
じたウエイト等について検討を行い、取締役会に答申するものとします。

（ｅ）業務執行取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

　個人別の報酬額については、指名報酬委員会の答申を踏まえ、取締役会決議に基づき、代表取締役がその具体的内容について委任を受ける
ものとします。その権限の内容は、各業務執行取締役の前事業年度の担当部門の業績達成度合いを踏まえた基本報酬の額の決定とします。

【社外取締役のサポート体制】

　監査等委員会事務局が、グループ経営会議での審議内容についても情報提供を行っております。社外取締役から求めがあった際には、執行部
門の責任者等から、適宜説明や情報提供を行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

・当社は、監査等委員会制度を採用しているため、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関として取締役会、監査等委員会及び会計監査人を
設置し、その補完機関として指名報酬委員会やグループ経営会議、内部統制委員会を設置しております。なお、当社は、取締役会の監督機能強
化を図るとともに、経営の迅速な意思決定及び業務執行の分離による権限・責任の明確化並びに業務執行の対応力強化を目的に、2022年４月１
日よりグループオフィサー及びセグメントオフィサー制へ変更しております。これに伴い、従来の執行役員制度は廃止しております。



・取締役会は、社内取締役４名、監査等委員である独立社外取締役５名で構成され、取締役会での業務執行の監督機能強化を図っております。
取締役会は原則として毎月１回開催し、月次の業績報告に加え、法令・定款等に定められた事項の審議を行い、取締役相互に質疑、提案並びに
意見を交換することにより、取締役の業務執行状況を監視し、監督します。なお、当社は、定款において、取締役全員の同意により書面決議により
決議できること、また重要な業務執行の意思決定の一部を取締役に委任することができる旨を定めております。

・監査等委員会は、社外取締役全員５名で構成されており、監査等委員会事務局（２名）を中心とする監査補助者を通じて、取締役の業務執行を
監査します。監査等委員会の定める監査方針は、以下のとおりです。

「監査方針」

　監査等委員および監査等委員会は、株主から負託を受けた独立した機関として、当社グループの健全で持続的な成長の確保と社会的な信頼の
向上に応える良質な企業統治を確保することを目的に、取締役会の決議に参加するとともに、取締役会が定めた内部統制システムの体制および
その運用状況を基本に取締役の職務執行状況に関して監査活動を行います。

　そのために、その職責を十分に自覚のうえ、常に資質向上のための研鑚に励み、公正不偏な姿勢を堅持しつつ、役員および従業員との意思疎
通ならびに、内部監査部、会計監査人との緊密な連携を図ってまいります。

・2021年度（2021年４月１日～2022年３月31日）開催の取締役会等における、個々の取締役の出席状況は、次のとおりです。

（取締役）

・堀田守氏　取締役会３回のうち３回に出席

・鶴見知久氏　取締役会14回のうち14回に出席

・佐藤浩明氏　取締役会14回のうち11回に出席

・小山優雄氏　取締役会14回のうち14回に出席

・山崎正之氏　取締役会14回のうち14回に出席

・杉本泰宣氏　取締役会14回のうち14回に出席

・池田訓清氏　取締役会14回のうち14回に出席

・勝田圭三氏　取締役会11回のうち11回に出席

（社外取締役（監査等委員））

・村瀨司氏　取締役会14回のうち13回に出席、監査等委員会14回のうち13回に出席

・宮部貴之氏　取締役会14回のうち14回に出席、監査等委員会14回のうち14回に出席

・鈴木一雄氏　取締役会14回のうち14回に出席、監査等委員会14回のうち14回に出席

・宮城政憲氏　取締役会14回のうち14回に出席、監査等委員会14回のうち14回に出席

※堀田守氏は、2021年５月28日開催の第80期定時株主総会において任期満了により退任いたしましたので、在任時に開催された取締役会の出
席状況を記載しております。

※勝田圭三氏は、2021年５月28日開催の第80期定時株主総会において取締役に選任されましたので、取締役の就任後に開催された取締役会の
出席状況を記載しております。

・当社は会計監査人として、EY新日本有限責任監査法人と監査契約を結んでおり、会計監査を委託しております。会計監査人は、監査項目、監査
体制、監査スケジュールを内容とする監査計画を立案し、第１四半期から第３四半期の四半期ごとに、四半期レビュー報告会を、また期末には期
末決算に関する会計監査報告会を開催し、監査等委員会に対して報告しています。なお、以上の報告会には、経理を主管する経営統括部長が参
加しています。また、継続監査期間及び業務を執行した公認会計士は次のとおりであり、会計監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士５名、
会計士試験合格者等６名、その他16名となります。

（継続監査期間）

　1969年10月以降

（業務を執行した公認会計士）

　唯根 欣三

　田中 勝也

・指名報酬委員会は、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、取締役会の構成や取締役等の指名制度及び報酬制度の公正な運営、その透明性
を高めることを目的に、取締役会の諮問機関として設置しています。３名以上の委員で構成され、過半数は独立社外取締役と定めており、委員の
選出は、取締役会によるものとしています。

・グループ経営会議は、原則、毎月１回以上開催し、業務執行取締役及びグループオフィサー等が出席し、取締役会から委託された事項の意思
決定のほか、グループ及び事業セグメントの経営の全般的執行についての方針及び計画の審議、管理並びに決定等を行っております。

・内部統制委員会は、会社法や金融商品取引法に基づく内部統制システムを構築し、運営する機関であり、代表取締役社長を委員長としてグル
ープ全体のコンプライアンスやリスク管理、情報管理や業務の効率性を統括しております。当社は、内部統制委員会の統制活動を支えるために、
社内規程を整備するとともに、取締役、グループオフィサー、セグメントオフィサー及び使用人への教育を実施しております。

・内部監査部は、会計に関しては子会社を含む内部統制システムのなかでモニタリングを行い、会計以外の事項に関しては、会社法の求める内
部統制システムのなかで独自に監査を行い、その監査結果を監査等委員会に報告します。

・取締役・監査等委員候補者の指名や経営陣幹部の報酬を決定するに当たっての方針や手続については、本報告書Ⅰ１．「コーポレートガバナン
スコードの各原則に基づく開示」内、【原則３－１　情報開示の充実】に記載のとおりであります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社取締役会の監督機能の向上を図り、経営の効率性を高め当社グループのさらなる企業価値の向上を目指すことを目的として、本体制を採
用いたしました。

　なお、当社は、独立社外取締役比率３分の１以上を維持した体制を敷いておりましたが、業務執行に対する取締役会のさらなる監督機能の強化
を図るため、2022年５月31日開催の定時株主総会の取締役選任決議を経て、取締役会の過半数を独立社外取締役とした機関構成へと変更して
おります。また、新たに女性の独立社外取締役を選任し、タスク・ダイバーシティ経営を推進してまいります。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況



１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定
多くの株主の皆様にお越しいただくため、集中日を回避して株主総会を開催しております
。

電磁的方法による議決権の行使
2017年５月30日開催の第76期定時株主総会より、電磁的方法による議決権の行使を採
用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2021年５月28日開催の第80期定時株主総会より、株式会社ＩＣＪが運営する議決権電子
行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
2022年５月31日開催の第81期定時株主総会より、狭義の招集通知及び参考書類の英訳
を、招集通知発送日以前に、東京証券取引所及び当社ホームページ、株式会社ICJが運
営する議決権電子行使プラットフォームにそれぞれ掲載しております。

その他

株主総会招集通知を、発送日以前に、東京証券取引所及び当社ホームページ、株式会
社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームにそれぞれ掲載しております。

また、株主総会では、報告内容をビジュアル化し、プロジェクターを使用しスクリーンに投
影するなど、わかりやすい説明に努めております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表

当社は、株主・投資家をはじめとするすべてのステークホルダーの皆様に、当
社をご理解いただき適正にご評価いただくことをIR活動の目的としております。
そのために、当社に関する重要な情報を、適時、正確、公平かつ継続的に開
示することを基本方針としております。

東京証券取引所の定める適時開示規則に基づき、適時開示を行います。また
、適時開示規則には該当しない情報についても、株主・投資家の皆様への情
報開示が有益と思われる情報の開示を行います。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに中間決算後及び期末決算後の年２回を基本に、
代表取締役による説明会を実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ（https://www.scroll.jp/ir/）にて、統合報告書、決算短信、有
価証券報告書、四半期報告書、業績概要、株主通信、ＩＲ説明資料等を掲載し
ております。

IRに関する部署（担当者）の設置 当社のＩＲ担当部門は経営統括部経営企画課です。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

サステナビリティについての取組み等については、本コーポレートガバナンス報告書の【コ
ーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】欄の補充原則３－１－３に記載のとお
りです。

詳細は当社ホームページに掲載しております。

　当社ホームページ：https://www.scroll.jp/

　統合報告書：https://www.scroll.jp/ir/annual/



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

情報開示基準に基づき、東京証券取引所の提供するTDnet（適時開示情報伝達システム）
への情報登録、プレスリリースの配信、自社ホームページへの掲載等、様々な手段を活用
して、より多くの株主・投資家の皆様に公平かつ迅速に情報が伝達されるよう努めておりま
す。

また、事業全般に関するお知らせ、ＩＲニュース、ＣＳＲ関連ニュース等を当社ホームページ
に掲載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、内部統制システムに関する基本方針、すなわち取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他株
式会社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり定めております。

（ａ）当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

当社は、グループ全体のコンプライアンスやリスク管理体制を統括する内部統制委員会を設置し、内部統制委員会の決定に基づき内部統制の強
化を図るとともに、内部監査部の指示により必要に応じて取締役及び使用人への研修、教育を実施いたします。また、法令違反その他のコンプラ
イアンスに関する事実について、取締役及び使用人が直接、情報提供を行う手段として、コンプライアンス担当取締役又は社外弁護士を情報受領
者とする社内通報制度（スクロールグループ企業倫理ホットライン）を設置し、運用いたします。これらグループ全体の内部統制システム及びその
運用については、内部監査部が評価し、その結果を内部統制委員会に報告いたします。

（ｂ）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に関する情報・文書は、社内規程に基づいて保存するとともに、当該文書は書面（電磁的記録を含む。）による集中管理を行い
、取締役がいつでも閲覧できる状態を維持いたします。

（ｃ）当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制

グループ全体のリスク管理に関する基本的事項と体制をリスクマネジメント規程に定めるとともに、内部監査部が組織横断的にリスク状況を把握
し、適切な対応を図ります。なお、内部監査部は、リスク管理体制の適正性について、独立した立場から監査を実施し、その結果を内部統制委員
会に報告いたします。

（ｄ）当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役会を毎月１回開催するほか必要に応じて随時開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行います。また、業務執
行に関する詳細な事項の意思決定については、取締役及びグループオフィサーで構成するグループ経営会議において慎重に協議するとともに、
取締役は、取締役の職務執行に関する意思決定の権限を明確にした規程に則り、職務を遂行いたします。なお、取締役の職務の執行に関する監
査は、監査等委員会が実施いたします。

（ｅ）当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ．当社は、子会社管理規程に従い、グループ全体としての業務の適正を確保するための体制を整備します。

ロ．当社における内部統制委員会には子会社社長も参画し、内部統制委員会の決定に基づいたグループ全体の内部統制システムを運用するこ
とで、適切な監視体制及び報告体制を確保します。

（ｆ）当社の監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

当社は、監査等委員会が使用人を置くことを求めた場合は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の指揮命令に属さない専属の使用人を監
査等委員会に配置し、監査業務を補助します。

（ｇ）前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項及び監査等委員会による前項の使用人に対する指示
の実効性の確保に関する事項

監査等委員会の職務を補助する使用人の任命、人事異動、評価等については、事前に監査等委員会の同意を得るものとし、取締役（監査等委員
である取締役を除く。）からの独立を確保するものとします。

（ｈ）当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委
員会への報告に関する体制

イ．当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役、監査役及び使用人は、当社の業務や業績に影響を与える重要な事項について当社の監
査等委員会に報告するものとし、監査等委員会はいつでも必要に応じてこれら対象者に対して報告を求めることができます。

ロ．前項の報告を行った者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないよう必要な措置を講じるものとします。

（ｉ）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査等委員会は、決裁書の検閲や取締役会及びグループ経営会議等重要な会議に出席することを通じて、取締役の職務遂行状況を監査し
ます。また、監査等委員会は、当社の会計監査人から会計監査内容について説明を受けるとともに、情報交換等の連携を図ります。

ロ．監査等委員が職務の執行（監査等委員の職務の執行に関するものに限る。）について生じる費用の前払又は償還等の請求をした場合は、監
査の職務の執行に必要でないと明らかに認められる場合を除き、会社は速やかに当該費用又は債務を適切に処理します。

（ｊ）反社会的勢力排除のための体制

当社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力や団体とは断固として対決し、一切の関係を遮断するとともに、これらの活動を助長す
るような行為もいたしません。また、自ら反社会的勢力の力を利用いたしません。万一、これら反社会的勢力とのトラブル等が発生した場合には、
法律の専門家や警察署等と連携し、毅然とした対応を行います。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

上記「Ⅳ　内部統制システム等に関する事項　１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況」（ｊ）に記載したとおりです。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明



　当社は、2020年５月８日開催の取締役会において、2020年５月29日開催の第79期定時株主総会の終結時をもって、本プランを継続しないことを
決議いたしました。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――


